
選挙管理委員会事務局　令和８年度　局運営方針

１　主な現状と課題

選挙は民主主義の根幹をなす制度であり、民主政治の健全な発展には、選挙の
適正な執行と有権者の積極的な投票参加が欠かせません。このため、関係法令に
基づき選挙を適正かつ円滑に執行していくとともに、投票率向上のため選挙人が
気軽に投票できる環境づくりや、政治や選挙への関心を高める取組が求められて
います。

（２）若年層に向けた選挙啓発

10歳代・20歳代・30歳代の
投票率が低い傾向にあること
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各選挙の投票率推移

衆議院選挙 参議院選挙 県知事選挙 市議会議員選挙 市長選挙

衆議院

県知事

参議院

市議会

市長

令和9年4月30日さいたま市議会議員一般選挙

選挙名 任期満了日

埼 玉 県 議 会 議 員 一般 選挙 令和9年4月29日

主な選挙の執行予定

（１）各選挙の事前準備及び適正・円滑な管理執行並びに投票環境の整備

各選挙を適正かつ円滑に執行するために、公職選挙法その他関係法令に基づき、

市及び各区の選挙管理委員会が連携して取り組んでいきます。

また、全般的に投票率が低い傾向にあるため、選挙人が気軽に投票できる環境

づくりを引き続き推し進める必要があります。
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２　基本方針・区分別主要事業

（１）各選挙の事前準備及び適正・円滑な管理執行並びに投票環境の整備
*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

1 新規 166,772 0 Ⅱ-568
(92,204) (0)

〔選挙課〕

（２）若年層に向けた選挙啓発
*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

2 常時啓発事業 3,519 3,604 Ⅱ-567
〔選挙課〕 (3,348) (3,410)

　法令に基づき選挙を適正かつ円滑に執行していくとともに、選挙人が気軽に投票できる環境づくりや、政治や選挙
への関心を高める取組に努めます。

任期満了による埼玉県議会議員・さいたま市議
会議員一般選挙の準備事務等を適正・円滑に実
施します。

選挙啓発出前講座や模擬投票等を通じ、参加者
の政治・選挙への関心を高める取組を実施しま
す。

№ 区分 説明令和８年度 令和７年度

令和８年度 令和７年度№ 区分

県議会議員・市議会議員一
般選挙

説明

〔区分〕新規：新規事業　拡大：拡大事業　総振：総合振興計画実施計画事業
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３　脱炭素化に資する主な取組一覧

（単位：kg-CO2）

課名等 事業名 取組の内容 CO2削減量

選挙課
会議等のペーパーレ
ス化

会議や打合せのオンライン化やペーパーレス化を図るこ
とにより、温室効果ガスの削減に努めます。

23.2

選挙課
「選挙啓発出前講
座」における周知活
動

「選挙啓発出前講座」の資料に、さいたま市が脱炭素化
に取り組んでいる旨を掲載し、市内の若年層に対して啓
発することにより、温室効果ガスの削減に努めます。

19.5

選挙課 紙使用量削減の実施
広報物（チラシ、たより等）の作成枚数の見直し・削減
を行うことにより、温室効果ガスの削減に努めます。

1.1

４　見直し事業一覧

（単位：千円）

事務事業名 主な事業 主な見直しの理由及び内容 見直し額

選挙管理委員会運営
事業

市・区選挙管理委員
会の運営

消耗品費の見直しにより、予算額を縮小する。 △ 61

常時啓発事業 啓発活動の実施
消耗品費や着ぐるみの維持管理の見直しにより、予算額
を縮小する。

△ 26

常時啓発事業
明るい選挙推進協議
会との協働

郵送物の見直し等により、予算額を縮小する。 △ 31
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